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1. はじめに
アメリカ社会では，古くから， rピジネス倫理のようなものは存在しなし、」といわれてきた。
このフレーズは多様に解釈されうるであろうが，代表的には， 2 つのことを意味している。 1
つは，企業そしてその経営者や従業員にはそラル上の責任がない，という意味である。そして
もう 1 つの意味としてつぎのことが云われている。 r倫理的行動はピジネスのなかでは実践さ
れない。従うべき倫理ルールは存在するかもしれないが，現実の世界においてものごとが為さ
れる方法を所与のものとすれば，多数のビジネス人は倫理的行動をしないであろう。多くの人
々は， 1 つのこと，たった 1 つのことに動かされているのだ。それは本音(今利潤をあげるこ
と〉であり，その関心があらゆる倫理上の関心に優先しているのである。」
今日のピジネス倫理学の立場からいえば，第 1 のことはもちろん正しくないが，第 2 の信念
も「単に余りにもひねくれているとし、うだけでなく，経験的にも誤りなのである。」
大多数のピジネス関係者が，今日では，個人と iしては，基本的には， N. Bowie & R. Duska 
が述べているように，正直であり公平であり信頼でき約束を守り自己や他人に対しでかなり高
次の倫理的基準を設定している，ということは認めなければならないであろう。だがあらため
て云うまでもなく，現実のビジネスの世界では，少数者の現象であるか否かは別の問題として，
非倫理的な行動が生じ様々な問題を引きおこしていることも事実なのである。何故なのか?
それは，部分的な現象として，例外的なものとして，あるいは単なる個人的な性格の問題とし
て，片づけられるのであろうか?
( 1) N. Bowie, R. Duska, Business Ethics, 2nd ed. , Prentice-Hall, 1990, p. 94. 
(2) Ibid. 
(3) Ibid. 
(4) Ibid. 
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我々には，事態はそれほど簡単なものではないように思われる。なぜならば，非倫理的な現
象は，人聞が完全ではないということに起因するだけでなく，現在の自由経済システムのメカ
ニズム自体に起因する問題でもあるからである。ただこのことはある程度(前出の) Bowie 
& Duska も認めるところであり，彼らもつぎのような認識を示している。「我々はビジネス
のなかでは慎重でなければならない。なぜならば，マーケットシステムは利己心の追求とその
合法性にもとづいているからである。……利己心の追求が制限のないどん欲なものとなったと
きに，問題が生じる。……個々の人間あるいは個々の企業だけでは，もし英雄でないならば，
ビジネス実践が一般に認められてしまうと，たとえそれが非倫理的なものであろうとも，その
ような実践を克服すること……はほとんど不可能であろう。」
それではどうすべきなのであろうか? 一般的に，ある存在が正しいことをするように動機
づける方法として， (1)強い意思， (2)罰の恐怖， (3)社会の要求に従うことへの対等の (peer) 圧
力，という 3 つのことが考えられるが，それらは， Bowie & Duska によれば， ビジネスの
世界にもあてはまるのである。かくして，ここに，経営者の意思・パワー，政府の規制，ビジ
ネスによる自主規制，によって，ビジネスがモラル的になる動機が提供されることになる，と
の理解が生まれてくる。
ただし現実的には， r意思の弱さが予想される」ために，正しい行動のモチベータとして経
ナイーデ (7) 
営者の意思・パワーだけに期待することは余りにも「無邪気」なこととして観念されることにな
る。ここに，ビジネスにモラル行動を無理なく期待するための方法として，政府規制や自主規
制が重要性を増してくるのである。
Bowie & Duska の主張では， (たとえば，どん欲さが人間の性質であるとか，意思が弱い
とかの〉人間の性格が企業の非倫理的行動の原因として重要視されすぎているようにも思われ
る。だが同時に，倫理的行動は，もしその行動がビジネス上の利益を妨げたりあるいは促進し
ないならば，弱まらざるをえないこと(すなわち，自由企業システム自体に根本的原因がある
こと)，も認識されており，したがって，企業やその内部の人聞に倫理的行動を期待するため
-( 5) Ibid. , p. 95. 
(6) Ibid. 
(7) lbid. , p. 95. 
(8) たとえば， Bowie は別の著作においてつぎのように述べている。「個人は時にモラル的に誤ってい
るとわかっていることをしようとする誘惑に負けることがある。それ故に，彼は疑問に直面する。
『意思の弱さはいかにして捕われるべきかあるいは克服されるべきか?.lI意思の弱さを克服するため
には， 2 つの基本的戦略が存在する。J [T. Beauchamp, N. :sowie (eds.) , Ethical Theory an?
Business Ethics, 2nd ed. , Perentice.Hall, 1983, p. 526). 
ただし，このような発想は Bowie だ吹のものでほなし一予三号ル問題の発生〈モラル違反〉の原因
をなによりもまず「意思の弱さ」にもとめ，このいわばアリス hテレス以来のターム〈概念〉を前提
としてモラル強化を考えていく論理展開は現在の倫理学者に広くみられる方法論である。たとえば，
R. Buchholz, Fundamental Concepts and Problems in Business Ethics, Prentice-HaIl, 1989. 
p. 115参照。
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には構造上の変革が必要であることが正しく指摘されている点で，彼らの考えはそのなりに評
価できるものとなっている。
しかしながら問題は，そのような政府規制や自主規制によって企業をどの程度モラル的な
存在へと誘導できるのか，という点にある。企業のモラル化が単なる理論ではなく現実のもの
となっていると云われている今日，政府規制や自主規制は，企業行動のモラル化という点で，
なにができたのかそしてどこまでできたのか，またどのような問題が新たに生じ未解決なまま
残されているのか? 等々の問題を，アメリカ企業の実践の検討を通して，考えてみたい。本
稿で対象とするのは企業のモラル行動と政府規制の関連である。
2. 政府規制
2. 1.政府規制の概要
アメリカでは，政府が企業にある一定の反応を強要し企業行動を強制手段を利用して統制で
きるシステム，が確立している。これが政府規制 (goverment regulation) システムと呼ば
れているものであり，命令統制システム (comand and control system) といわれることも
ある。
政府の規制活動は規制される領域に応じて多様であり，たとえば，連邦レベルに限定しでも，
1989年現在100以上の連邦機関が膨大な規制に監督責任を負わされてい宮:ただし，そのよう
な政府規制をいくつかのタイプに分類することも可能である。ここでは，政府規制を，個別産
業規制 (Industry-Specific Regulation) と社会的規制 (All-Industry Social Regulation) 
そして機能別規制 (Functionは叩lati叫の 3 つのタイプに整理しぞ:その内容を確認し，
企業はモラル的になりうるのか，との問題意識のもとで，その実績と限界を考えることになる。
個別産業規制
これは政府機関によってある特定の産業を対象として実施される規制である。最初に生まれ
た規制がこのタイプの規制であり，たとえば，それはすでに19世紀の終り頃に実施されている。
この種の規制は主として経済的性格のものであり，通常，自由市場の標準的な活動や需要と供
給の力の修正が慎重に意図されたうえで、実行に移され宮:それ故に，個別産業規制は，一般的
には，経済的規制として知られている。
政府規制の根拠は，一般に，市場の不完全性あるいは市場の失敗の矯正にもとめられてし沼。
(9) Ibid. , p. 18. 
(10) W アメ， ])カ経済白書 (1989年度版)Jl日本評論社， 240ページ。
(11) この分類は， W. Frederick, K. Davis, J. Post, Business and Society. Cor.ρorate Strategy, 
Public Policy, Ethics, 6th ed. , McGraw-Hi1l, 1988, pp. 155-157 に拠っている。
(12) Ibid. , p. 15. r政府のひとつの役割は……市場のパフォーマンスが著しくないときに，競争で実現
されるものに近い経済成果を達成するように規制を導入することである。J，と公式的にも云われてい
る。 (Wアメリカ経済白書 (1992年度版)Jl， 日本評論社， 273ページ〉。
(13) 向上書， 276ページ。政府規制を「当正化する基本的理由は 2 つの単語で示すことができる。市場ノ
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たとえば，企業聞の競争が不完全にしかおこなわれないケースも一種の市場の失敗であり，経
済的規制の 1 つの根拠は(ある産業において規模の経済が非常に大きくなり，その最大の企業
が最も低いコストで製品を供給できるようになり競争相手を市場から追いだしてしまう〉いわ
ゆる自然独占と関連している。この場合には，競争が規制者として作用しえないので，政府が
一一未然に独占の幣害を防止することをめざしてーーそのような産業を公的な利益のために規
制するという機能を果たさなければならない，と判断され，政府規制が正当化される。
これが最も古い規制であり，それは， 1887年に鉄道業務の監視のために「州際通商要員会」
(1 CC) が設立され，鉄道企業に「合理的かっ正当な料金」を義務づけたことからはじまっ
た。自然独占の要素をもっ産業は，地域電話網，電気や天然ガスの輸送・配給であり，具体的
には，参入規制そして同時に(最高〉価格規制がおこなわれる。
経済的規制のもう 1 つの理由として，限定された空間を配分するためには政府機関による介
入が必要である，という事情，が挙げられる。これによって破壊的競争の脅威から守られると
いうのがその正当化の理由である。このような規制の対象は，たとえば，航空産業や放送事業
であり，主として，参入規制や料金規制(一律料金〉がおこなわれる(表 2 ・ 1 参照)。
表 2-1 経済的規制
対 象 機 関
原子力産業 核規制委員会
鉄道，バス・トラ?ク業界 州際交通委員会
航空産業 連邦航空機産業局
ラジオ・テレピ・電話 連邦通信委員会
海運業 連邦海運委員会
電力・天然ガス 連邦エネルギー委員会
銀 行 連邦準備局
農業関連産業 農業関連部局
(出典) W. Frederick et aL , Business and Society , McGrawｭ
Hi1l, 1988, p.158 から作成。
社会的規制
社会的価値と社会の関心の変化に対応する形で， 1960年代に入ってあらわれたのが「産業タ
イプの規制からのラジカルな離脱」として位置づけられている社会的規制である。このタイプ
\、の失敗。J (G. Starling, The Changing Environment 01 Business, 2nd ed. , Kent Publishing 
Company. 1983, p. 230.) そして. Starling は，市場の失敗を，自然独占，不適切な情報，外部性，
社会的目標の達成，と結びつけて，政府規制を論じている。 (Ibid， pp. 230-239.) 
(14) R. Buchholz, o? cit. , p. 119. 
(15) Ibid. , p. 120. 
(16) Ibid. 
??
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の規制も「市場の失敗」が認められる領域において問題をあきらかにしていこうとする試みと
(1の
の関連で生じたものであるが，特に，社会的規制においては， 1"外部不経済」の存在が政府規
制を正当化する理由として挙げられてきた。
したがって，それは「産業志向というよりはむしろ問題志向の」規制であり，その対象は 1
つのビジネスあるいは産業に限定されることなく広範囲にわたっている。その主要な社会的目
標として，汚染のコントロール，労働現場の安全と健康，消費者保護，そして雇用機会の平等，
が知られている〈表 2 ・ 2 参照〉。
表 2-2 社会的規制
対 象 機 関
差 別 | 平等雇用機会委員会，労働省
安全 と 健康|職業安全衛生局
消 費 者 保 護|連邦通信委員会，消費者製品安全委員会，食品医薬局
汚染コントローノレ|環境保護局
乗り物の安全と経済性 | 全国ハイウェイ交通安全局
〈出典) Ibid. 
機能別規制
ピジネスのある部門あるいは機能が政府機関の特別な注目を集めそして選びだされその活動
が規制されることがある。これが機能別規制であり，このタイプの規制は，社会的規制と同じ
く，産業横断的なものである，したがって，すべての企業が規制の対象となる。
たとえば，労働上の慣行は決して自由市場の力にまかされていない。政府が最低賃金を定め
時間外賃金を規制し組合による労働力供給の独占を許可している。また競争も規制によって大
きな影響を受けているビジネス機能の 1 つである。反トラスト法が独占を妨げ価格競争を保護
し消費者をアンフェアな慣習から守っていることはよく知られている事実であろう(表 2-3
参照〉。
表 2-3 機能別規制
対 象 機 関
課 税 | 内国税収入局，アルコール・タバコ・小火器局
エネノレギー計画|エネ洲一省
労働上の慣行|国家労働関係委員会，労働省
有 価 証 券 | 証券取引委員会
反 ト フ ス ト | 連邦取引委員会，司法省
〈出典) Ibid. 
(17) Iiアメリカ経済白書(1989年度版)~日本評論社， 243ページ。
(18) R. Buchholz, o? cit. , p. 120. 
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このように政府の規制活動は多方面に及んでいる。ただし，以下の行論では，社会的規制を
中心に政府規制の歴史推移を整理しそしてその意味を考えていおくことになる。なぜならば，
本稿の問題意識との関連で言えば，社会的規制が重要な位置を占めてくるからである。
2. 2. 社会的規制の推移
アメリカにおける経済、活動への規制は決して近年の新しい現象ではなく，通説的には， (先
述の) 1887年の(最初の連邦機関でもある〉州際通商委員会の設立が規制のはじまりとされて
い忽この委員会によって州際交通にかかわる鉄道やトラック輸送の料金が規制され，それ以
降，アメリカの政府規制の歴史は長い間経済的規制を中心に展開されていくことになった。簡
単にまとめれば， 19世紀末から20世紀初頭にかけて公共事業を中心に「自然独占」の規制がす
すめられた後に， 1930年代の不況下において，金融や農業などの分野の過当競争回避や経済安
定化を目的として第二波の規制が展開されていったのだ。証券取引委員会，農業信用局，連邦
住宅融資銀行理事会，連邦通信委員会，などの規制機関はニューディール時代に設立されたも
のである。
1960年代の中頃になると規制活動の焦点、がシフトした。 1960年以前にも，たとえば， 1906年
の食品衛生法の制定や1958年の連邦航空局の設立などに代表されるように，国民の健康や安全
を管轄する責任を負った連邦機関が存在していたが， 1960年代中頃以降，特に，安全，健康，
環境に関連した新しいタイプの規制が爆発的に拡大していった。
たとえば， 1962年から 1982年にかけて一一主要なものに限定しでも-50以上の規制法が制
定されたが，その大部分は，有毒物質が放置されたままの工場跡の処理をめぐって制定された
有害物質統制法に代表されるように，当時の主要な政治上の問題〈消費者保護，環境汚染，差
別，労働者の健康と安全，エネノレギー危機，など〉を反映したものであった。また，平等雇用
機会委員会，環境保護機関，職業安全健康局，消費財安全委員会，など 9 つの新しい規制機関
が誕生したのもこの時期(1962年から 1974年にかけて)であり，ビジネスの活動は新しい形態
〈方向〉で制約されることになった。
このように60年代から70年代にかけて企業活動は(第 3 の波と形容されるほど)多量の連邦
レベルの規制によって制約されることになったが，その規制の中心となったのがし、わゆる社会
的規制といわれるものだったのである。社会的規制と経済的規制の相違は，経済的規制も経済
的目的だけでなく社会的目的にも関わっているため，必ずしも明確ではないが，社会的規制の
(19) ビジネス倫理学の発想から云えば，社会的規制とは，企業がその利害関係者に対する倫理上の義務
を遂行するように国家によって意図されたものである。 [w. Hoffman, J. Moore (eds.) , Business 
Ethics. Readings and Cases in Corporate Morality , 2nd ed. , 1990, McGraw-Hi1l, p. 429_J 
(20) 以下説明は， lFアメリカ経済白書~ (各年度版〉に拠る。
(21) G. Steiner は， 1962年を，転換点としてとらえている。1"ピジネスの政府規制の新しい波は1962
年にはじまった。J [G. Steiner,“New Patterns in Goverment Regulation of Businessヘ in
W. Hoffman & J. Moore (eds.) , 0ρ. cit. , p. 518.J 
(22) 石崎昭彦他著『現代のアメリカ経済(改訂版)~東洋経済新報社， 1988年， 266ページ。 ノ
-24~ 
現代企業のモラル行動と政府規制
表 2-4 経済的規制と社会的規制の対比
| 経済的規制 | 社会的規制 | 
独占の防止，競争の増加，自由企業 生活の質の改善〈環境のクリーンア
目 的 の保護，統一基準の設定，誤った経 y プ，マイノリティの雇用，労働者 | 済実践の防止 の安全と健康の保護，消費者への情
報公開，消費者保護〉
間接介入。市場のイニシアティプの 直接介入。 r命令と統制」方式
方 法 変更，情報の流れの修正，制度上の
構造の変革
法律制定 | あいまいな指導。 | 詳細・明確
(出典) W. Hoffman & J. Moore (eds.) , Business Ethics, pp.52G-521 から作成。
特徴は，経済的規制との対比で示せば，表 2-4 のようにまとめられるであろう。
ここでアメリカにおける政府規制の歴史的な推移をあらためて統計的に確認しておこう。我
々は，その量的な動向を，政府機関の数やその活動費および人員数の変化のなかに見出すこと
ができるであろう。図 2-1 は政府機関数の歴史的推移を示したものであり，表 2ー 5 と表 2
-6 は連邦規制機関の、活動への支出額とそのスタッフの数を表示している。図 2ー 1 から，
1970年代に政府機関の数が大幅に増加していることがわかる。また表 2-5 と表 2-6 から，
1920 1930 
~ ~ 
1929 1939 
年度
(出典) R. Buchholz, Business Environment and Public Policy , Prentice-Hall, 1982, 
p.156. 
????規制機関の累積数
図 2-1
60 
50 
10 
。
1900 1900 1910 
以~ ~ 
前 1909 1919 
1950 1960 1970 
1 1 ~ 
1959 1969 1979 
\、(23) D. McFarland, Management and Society. An /nstitutional Framework, Prentice-Hall, 1982, 
p. 321. 
(24) Ibid. , p. 322. 
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経済的規制機関の活動費やスタッフの増加が10カ年に 2-3 倍であるのに対して，社会的規制
機関のそれが急激に増加していることを読みとることができる。このことは，いうまでもなく，
社会的規制が急増したことを裏づけている。
表 2-5 連邦規制機関への支出 (100万ドル〉
増加率
規制領域 1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 0979+ 
1970) 
消と健費康者の安全 $ 369 $587 $ 771 $ 1042 $ 1266 $ 1326 $ 1557 $ 1857 $ 2512 $ 2592 7.0 
仕び事そのの安他全の及労 62 104 124 227 310 379 447 492 550 620 10.0 
働条件
環境とエネル 94 154 47 213 370 445 628 772 941 1064 11. 3 ギー
財務レポート 22 23 27 31 36 45 52 56 68 67 3.0 
産業別規制 125 151 166 140 203 220 251 286 290 293 2.3 
一般ビジネス 73 81 92 100 115 122 145 166 186 190 2.6 
年増加計率(広〉 $ 745 $1100 $1227 $1753 $ 2300 $ 2537 $ 3080 $ 3629 $ 4547 $ 4826 6.5 48% 12% 43% 31% 10% 21% 18% 25% ら%
(出典) R. Buchholz, 0ρ. cit. , p. 157. 
表 2-6 連邦規制機関のスタ y フの数
規制領域 1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 増加率(1979+ 1970) 
消費者の安全と健
康
仕事の安全とその
他の労働条件
環境とエネルギー
財務レポート
産業別規制
一般ピジネス
計
年増加率(%)
5768 6212 27755 27567 27991 27943 29010 32618 32110 32699 
3921 4337 5100. 9946 10820 11857 12563 13278 13578 14883 
。 54 5119 5138 7055 7421 7834 8899 9114 9863 
7635 8073 8388 8703 9006 9640 10473 10934 11427 11852 
5874 5771 5798 6112 6583 7216 7538 6140 6179 6275 
4445 4472 1675 1852 4951 5094 5282 5236 5275 5293 
27643 28919 53835 59318 66406 69171 72700 77105 77683 80865 
5% 86% 10% 12% 4% 5% 6% 1% 4% 
〈出典) R. Buchholz, 0ρ. cit. , p.157. 
5.7 
3.8 
x 
1.6 
1.1 
1.2 
2.9 
このような社会的規制の膨張一一これは単にアメリカだけではなく広く世界各国において見
α5) 
られた現象で、あったが一ーの原因(理由〉として，一般的には，つぎのことが指摘されている。
(1)科学やテクノロジーが我々の生活をかつてない規模で複雑化し，巨大な施設が我々のまわり
にあふれできたこと，
(2)ヨリ豊かになった工業社会が基本的な経済的必要を満たすにつれて，社会的な事柄がヨリ多
くの注目を集めるようになってきたこと(たとえば，煙を噴出する煙突は以前は仕事と繁栄
を象徴していたが，今日では産業汚染のネガティプなシンボルである)，
(25) Frederick et a1., op. cit. , pp. 167-168. 
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(3)自由市場は汚染問題や社会的正義を解決できないのではないかという疑問が広がったこと，
(4)メディアが，石油流出，市民の権利の対立，デモ行進，炭坑事故，新しい職業病，危険な消
費財，などに注目し，それによって自由市場の限界を一般大衆が認識するようになったこと，
(5) (環境主義者，消費者，女性，少数民族，中高年者，障害者，などを代表する〉新しい多元
的な利益集団が政治的な圧力を展開しはじめ，新しい規制を要求しだしたこと。
これらの要因によって，アメリカ社会は市場による解決から政府による社会的規制をヨリ信頼
する社会へと転回していったので、ある。だがこのような方向も長くは続かなかった。 1960年代
および1970年代に社会的規制が余りにも活発で、あったことへの一種の反動が次第にその姿を鮮
明にしていくのである。何故か?
いうまでもなく，すべての社会的選択は便益とともに費用をともなうものであるが，近年で
は，特に， rフリーランチはもう食べれなし、」と戸高に主張されるようになった。そしていわ
ゆる(すべての行動は費用を生みだす，という〉費用の規則がクローズアップされてきたのだ。
この考え方によれば，社会は低コストで着実な便益を供給しつづける制度を追求しなければな
らないのであり，便益と費用を確定し測定するための信頼で、きる方法の確立が要請されてくる。
この意味で注目されてきたのが費用便益分析 (CBA) であり，それが政府規制にも適用され
たので、ある。
CBA思考によれば，政府規制(特に，社会的規制〉は，たしかに一方で，より良い消費者
サービス，水や大気の汚染防止，少数民族や女性へのヨリ多くの経済的機会の提供，職場での
トラブルの減少，安全な高品質の製品の供給，など多くの便益をもたらしたが，他方で，その
実践は多額のコストも生みだしてきた。
たとえば，主要な費用として，つぎのことが挙げられる。
(1)管理費 goverment administrative costs これは政府機関を維持する費用であり，職員の
サラリー，オフィスの備品費，などを含む。
(2)規制遵守費 business compliance costs これは規制を受け入れることによって生じる費
用である。たとえば，汚染防止のための新しい機械の開発・購入費，障害者の教育訓練費，
等々がそれである。
(3)ペーパーワーク paper work (red tape) 規制のすみやかな実現は膨大な量の資料を前提
にしている。たとえば，ある石油会社は毎年連邦エネルギー機関に636マイルのコンピュー
タテープに相当する報告書を提出しており，政府への報告書の作成には多くの時間と人員を
必要としている。
(4)高い価格と高い税金
コスト負担は誰がするのか? これは，現実には，価格への転嫁と高い税負担としてあらわ
れる。
(26) Ibid", p. 168-170. 
??
宮坂純一
(5)機会コスト
もし社会が社会的規制にある額のお金を費やさなかったならば，それはどのように支出され
たので、あろうか。
これらは政府規制に直接に関連する費用であり，その他にも二次的あるいは三次的に派生す
る費用として様々なことが問題にされている。たとえば，工場閉鎖，作業，イノベーションの
鈍化，等々がそれである。そしてそのような費用が多くの人々によって「高負担」として認識
されるようになると，社会は別の方向を歩みはじめる(図 2ー 2)。それが規制改革であり，事
乞アメリカ経済は， 1980年代以降，規制緩和の方向をとりはじめたのである。
I 
レベル
町
?
E 
図 2-2 規制ツリー
〈出典) W. Frederick et aI., Business and Society. McGrow-Hill, 1988, p. 173. 
1980年代は規制活動が減少傾向を示した時代として知られている。そのような規制緩和の大
きな流れはフォードの時代からはじまりカータ一政権のもとでもそれは継続され具体化されて
いったが，それがヨリ積極的に展開されたのはレーガン政権の時代である。 r規制緩和政策は
(27) これについてはj R. Buchholz, o? cit. , pp. 16ι168参照。
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「小さな政府.!I，市場メカニズムへの回帰をめざすレーガノミックスの中心をなす政策の 1 つ」
として重要な位置づけが為されていた。このことを象徴的に示しているのが行政管理予算局内
に設置された情報規制局である。 í規制の廃止と新しい規制の阻止」を目的としたこの機関に
は， CBAが「義務づけられJ，情報規制局は主要な規制について CBAをおこない，新たな
規制に対して監視を実行することによって，その目的の実現につとめたので、あっ営:
レーガン政権はすべての領域について規制緩和を試みた。だが結果としては， 下新規の規制
を制限する」ということで大きな成果をあけ'たにとどまってしまった。しかもそのなかでも
「最も規制緩和が実現したのは経済規制の分野で、あ」り， íとくに焦点をあてていた社会的規
制については あまり成功したとはいえない」ままにおわってしまったので、ぁ雪:
2. 3. 政府規制の実績と限界
政府規制推進論者には，一般的に，つぎのような発想が横たわっている。社会はビジネスに
モラル的に行動することを期待すべきではない←ーこの点で，規制論者は市場万能論者と同じ
発想をしている一ーのであり，むしろ社会はピジネスの利潤追求を社会的に認められる方向へ
と向けるために政府を利用すればよいのだ，との考え方，がそれで、ある。だが同時にこのこと
は，政府規制が，ある意味では，企業活動を「モラル化」するための 1 つの方法である，とい
うことを意味している。なぜならば， (企業の極大利潤追求策の軌道修正をおこなう〉政府規
制，特に社会的規制によって，企業はモラル的行動をとることを余儀なくされるからである。
かくして，ここに，法律が，そのような目的(企業のモラル化〉にとって，充分に適切な手
段である，との信念，が生まれてくる。そしてこのような認識は，政府規制が企業にとっても
有利に作用してきたために，産業界にそして社会に受け入れられていったのだ。たとえば，政
府規制の企業にとっての利益としてつぎのことが指摘される。
(1) ビジネス活動の基本ルールとしての公平な競争がおこなわれる可能性をつくりだすこと，
(2)個々の企業が競争上不利益にならないように，社会に望ましい企業活動へと誘導できること，
;(3)大衆が望ましくないと考えている企業活動を最少限にとどめ， (大衆がもとめる〉社会的責
任に対応できること。
我々は，今日，政府規制(社会的規制〉がおこなわれてきたことによって，たとえ一部の現
象としても，公平の実現，人権の保護，正義の遂行，などがその成果としてあらわれている，
という「事実J， を認めざるを得たいであろう。この意味で，たしかに，企業はモラル的にな
(28) 平井規之+中本悟編『アメリカ経済の挑戦』有斐閣f 1990年， 105ページ。
.(29) 向上書， 105-106ページ。
. (30). 向上書， 106-110ページ。
, (31) W. Shaw によれば， K Galbleth がその代表者の一人である。 (W. Shaw, Business Ethics, 
Wadsworth Publishing Co. , 1990, p. 168.) 
'(32) Ibid. , p. 172, 
(33) N. Bowie, Business Ethics Prentice-Hall, 1982, pp. 115-1.7. 
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りえたのである。
しかし，政府規制を企業活動のモラル化の方法として積極的に利用できるかどうかといえば，
そこにはいくつかの間題が内在しているために， (個々の企業のなかにも)慎重な態度が生ま
れそれが大きな流れとなっていったのだ。政府規制が抱えている(と考えられた〉そのような
限界として， (本稿において〉注目するのはつぎの 2 つで、ある。
その 1 つは政府規制の性格それ自体から生じてくる限界であり，政府規制が社会に対しても
また企業に対してもマイナスに作用する，との判断が生まれ次第に侵透していったことがその
限界の存在を示している。政府規制が社会に便益をもたらすだけでなく，その規制には多大な
コストがともなう，という主張はその具体的な反映であり，近年では，便益よりも費用の方が
大きくなってきたという認識が，すでに紹介したごとく，広がってきた。
規制改革(緩和〉の原因が規制コスト高にもとめられ，そのことがCBAによって根拠を与えられた
という事情はすでに述べた通りである。だが， CBAが本当に規制緩和に信頼すべき根拠を与える適切
なテクニックであるのか，という点は再検討すべき問題として残されている。
(35) 
事実， CBAは，多くの点で，特に，モラル的観点から，批判されてきている。たとえば， CBAを
実施することが困難である ζ とがあきらかになってきた，という批判が提起されている。これは多くの
変数は数量化しにくいという事実との関連で生じたものであり，特に，生活の質に関連するプロジェク
トを評価する場合に大きな問題となってきた。
第 2 に，我々は，モラル的な理由で，特に，分配の正義の理由で， CBAを望まない，という批判が
ある。これは，あるプロジェクトはたしかにそのコストに比べると多くの便益をもたらすかもしれない
が，その便益はヨリ基本的なサーピスを否定するなかで供給されるかもしれない，との事実，から提起
されたものである。モラル的〈正義の実現〉には， CBAがなにを示そうとも，現在困っている人々に
援助を与えるべきだ，ということである。
(36) 
その他にも CBAに対して様々な批判が提起されているだけでなく， CBAの限界が政府官僚によっ
(37) 
てもはっきりと認識されている。たとえば， V. Vaccaro は， CBAがしばしば不正確に為されている
ことを認め，またCBAのまえに分配の正義上の問題が解決されなければならない，との認識を示し，
CBAは(モラル的目標を含むJ 社会的目標によって制約を受けるべきものであることを明言している。
このようにCBAには色々な問題が隠されていたのであり，社会的規制が当局の期待通りにすすまな
かったことは，ある意味では，当然のことだったのである。
政府規制自体の性格から生じる限界に関しては，それ以外にも，見逃ごすことができない重
要な認識が広がっている。政府規制によって企業の自由が制限される，との批判が高まってき
(34) R. Buchholz, o.ρ . cit. , p. 137. 
(35) Beauchamp & Bowie, o? cit. , pp. 532-533. 
(36) M. Baram,“Cost.Benefit Analysis: An Inedequate Basis for Health, Safety, And Environｭ
mental Regulatory Decisionmakingぺ in Beauchamp & Bowie，。ρ. cit. , pp. 5回63与-5田67; J. 
Byrne久， What山，、s Wrong Wi託th Being Reasonable?: Th恥e Politics 一οof Cos坑t-Be印nefit Analys由is"
in Beauchamp & Bowie, o? cit. , pp. 568-575. 
(37) V. Vaccaro,“Cost-Benefit Analysis and Public-Policy Formulationヘ in Beauchamp & 
Bowie, o.ρ. cit. , pp. 557-562. 
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たこと，がそれである。たとえば，政府規制の企業に対する不利益として，つぎのような解釈
がよく知られている。
(1)政府規制は企業のマネジメント担当者のパワーや威信を減少させるであろう，との認識
(2)政府の役人は企業のインセシティプや効率を妨害L利潤を減少させる，との恐れ，
(3)政府の役人はピジネスを理解しておらず，従って，その規制は非現実的であり作動しない，
との判断，
(4)政府の役人は他人の倫理についてコメントできる立場にない，との判断，
(5)連邦政府は多元社会においてすでに充分にパワーフルであり，この方法でそのパワーをそれ
以上増大させることは不適当である，との判断，
(6)政府規制は企業の合法的な自由やモラル上の権利を犯すものである，との判断。
だが政府規制の限界として考えられてきたことは以上のことだけでなく，第 2 に，モラル化
の方法としての政府規制の限界から生じる問題が挙げられる。企業活動のモラル化という点で，
政府規制(=争法律〉はなにができそしてなにができないのか一一これがまさに問題になってき
たので、あった。
ただし，ここでは(本稿との関連で云えば)，そのことに深く入り込む必要はないであろう。
ただ法律ができないことがあるのかどうかの確認で充分なのである。そしてこれについては，
今日では，政府規制(法律〉によってすべてが解決されないということがいわば「事実」とし
てよく知られているのだ。たとえば，我々は(様々な文献のなかで引用されることが多い〉法
律学者 C. Stone の現状認識のなかに法律ができえないことを確認することができる。
C. Stone はそのような限界としてつぎの点を挙げている。
(1)多くの法律は問題が一般的に認識されるに至ってはじめて通過すること，
(2)適切な法律を考えそして効果的な規制をデザインすることは困難で、あること，
(3)法律を施行することはしばしば面倒な作業であること。
ただ，モラル化の手段としての政府規制(法律〉の限界は上述のことだけではない。モラル的
に必要であっても法律的にそれを強要することができないことも多々あるのである。そして，
このことの方が，ある意味では，ヨリ重大な問題として認識されるべきものなのである。
これらの限界は，政府規制は意味がないもの (hopeless) である，という主張に，決して，
短絡的につながっていくもので、はない。〈今日企業レベルの倫理をあらためて問題にしている〉
ビジネス倫理学は法的規制の意義を充分に認めている。しかしビジネス倫理学にとっては，そ
れによって(企業活動のモラル化という点で〉どれだけ成果があるか否かに関わらず，そのよ
うな政府規制だけでは不充分なのである。企業は法律に従ってさえいれば良いのであり違法で
(38) N. Bowie，。ρ. cit;, pp. 1l7~ . 118. 
(39) C. D. Stone, Where the Law Ends, Harper & Row, 1975, Chaptet. 11 (ただし，これにつ
いては， H. Shaw，。ρ. cit. , pp. 172-173を参照〉。
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ないことならばいかなることをしてもモラル的に許される，という考え方，を拒否することか
ら，今日のビジネス倫理学は出発しているのである。
(40) 
法とモラルの関係は，理論的には， 5 つの型に整理される。
ω道徳の領域がもっと広く，その一部〈すなわち，反社会的な行為のみ〉が法の問題となる，との立場，
e 倒道徳が法の一部である，との立場，
ω法と道徳、は根本的には同一である，との立場，
O道徳だけの問題と法律だけの問題が存在するが，法が同時に道徳の問題となる領域は存在する，との
立場，
同法と道徳は完全に別個のものである，との立場，
がそれである〈図 2-3)。
(A) 
(D) 
図 2-3
(B) 
(出典〉 ヨンパルト=金沢文雄著『法と道徳l， 92ー--94 ページ。
(C) 
(E) 
ホセ・ヨンパルト&金沢文雄によれば，。ョ)はあきらかに間違いである。また，法と道徳の相違が問題
にされる(すなわち，法律と道徳、には関係があり，共通点があることが一般的に認められている〉現状
を考えると，位)も (E)も誤りである。したがって， ωか倒かのいずれの型が正しいのかということになる
が，彼らは，法律は道徳の一部である，との立場を明確にしている。
かくして，企業レベルの倫理(モラル〉への関心が高まるなかで，一方で，法律(政府規
制〉だけでは社会的規範を決めることができないとの認識が深まり，他方で，政府規制にすべ
てをまかせることは企業の存在にとって必ずしもプラスにはならないとの判断が加わって，企
業レベルにおける企業自身による倫理問題の処理今倫理の内部制度化，が前面に押しだされて
きたので、ある。
(40) ホセ・ヨンパJレト&金沢文雄著『新版法と道徳』成文堂， 1984年占 92-96'ポージ。
(41) M. Lefebure & J.Singh,“The Content and Focus of Canadian Corp?ate Codes of, Ethics'~ ， 
Journal 01 Business Ethics, 1992, No. 11, p・ 799.
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3. 倫理の内部制度化のメカニズム一一おわりに代えて
倫理の内部制度化 (Instititionalization of Ethics) とは，倫理やモラル関心事を会社自体
のなかへ制度化することで、ぁ宮;これは，外からの規制である政府規制との対比でいえば，い
わば自主規制として位置づけられるものである。この自主規制によって，倫理は会社のすべて
のレベルの意思決定にあるいはすべての従業員の意思決定と仕事のなかに統合されることにな
る，と考えられるようになった。このような自主規制のために用いられる手段としていくつか
のものが開発され実践されてきているが，基本的には，つぎの 4 つの形態が重要で、あり有名で
ある。すなわち，
(1)倫理コード，
(2)倫理委員会，
(3)マネジメント・トレーニング・プログラム，
(4)倫理監査，
がそれである。
倫理コード
会社の倫理コードとは，一般的に云えば，その会社の全般的な価値体系を明示し，その目的
を明確に規定し，それらの原則に従って，意思決定に一定のガイドラインを提供するもの，と
(4の
して定義されるであろう。
アメリカでは， ビジネス倫理への関心が高まるにつれて，多くの企業が，そのような関心に
答える形で，その会社および経営者の(1)社会的責任， (2)健全な行動パターンを促進する企業文
化， (3)自主規制の可能性，を示す 1 つの方法として，倫理コードを制定するようになっていっ
た。たとえば， 1970年代中頃には， I倫理コード運動」が生まれたほどである。ただし，これ
はすぐに下火になってしまった，といわれている。
倫理コードそれ自体は決して新しいものではなく， 1924年に「倫理コード」のハンドブックが出版さ
れているし， 1960年代には全般的な産業規模の倫理コードの提案をめぐって活発な議論がおこなわれて
(4η 
いたことが知られている。
(42) R. Buchholz, 0ρ . cit. , p. 129. 
(43) Ibid. , pp. 130-131.ただし，監査を除いた 3 つのものが倫理の内部制度化の原則的手段として位置
づけられることもある。 [Beauchamp & Bowie (eds.) , 0ρ. cit. , p. 534.J 
(44) R. Sims,“The Institutionalization of Organizational Ethics" , Journal of Business Ethics. 
1991, No. 10, p. 494. 
(45) M. Mathews,“Codes of Ethics : Organizational Behavior and Misbehavior" , Research in 
Coゆorate Social Performance and Policy, Volume 9, p. 108. 
(46) D. Gressey, C. Moore,“Managerial Values and Corporate Code of Ethics," California 
Management Review, 1983, 25-4, p. 54. 
(47) B. White, B. Montgomety,“Cotþorate Codes of Conduct," California ManagementReview,/, 
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(4め
だが企業が自社独自のコードに関心をもつようになったのは1970年代後半以降のことであり，本稿に
おいて念頭に置いているのはこの企業レベルの倫理コードである。産業規模のコードは今固また再び注
目されてきているが，その意味は後で考えることになろう。
しかしある調査に従えば， 1985年には，アメリカの大企業の90%以上が倫理コードを有してい
たのである。なぜこのように普及してきたのか? この倫理コードは，一般的に，つぎの 2 つ
の理由で会社にとっても重要である，と考えられている。
(1)倫理コードに倫理上の方針が明示され，そこに，従業員が様々な状況のもとでいかに行動す
べきかが明示されていること，
(め会社が内部の人聞に会社の方針や行動の倫理次元を認識することをもとめ期待していること，
をあきらかにしていること。
ただし，この倫理コードは，そこに単に一般的な価値体系や倫理原則だけでなく(その企業が
適用しようとしている〉特殊な倫理原則も明示されているために，企業ごとにかなり違ったも
のになっている。
我々は今日いくつかの調査結果によって，その内容(傾向〉を知ることができる。これにつ
いては別稿で詳細に検討する予定であり，ここではその内容の一部を簡単に紹介しておくこと
にとどめる。
「当社の全従業員はいかなる時でも能率的に働き，会社の利益と対立するあらゆる活動を避
けることをもとめられる。」
アトランティッグシティ電器会社
「我が社はジョブパフォーマンスを下げたり会社の評判をおとしかねないアルコールおよび
ドラックの服用・濫用を禁止する。」
ワコーヴィア社
「すべての役員および従業員が会社への義務を遂行するときにアメリカの反トラスト法およ
び他の諸国の…・・・同様な法律に厳格に従うこと一一これがエクソン社の方針である。」
エクソン社
「我が社のすべての活動は連邦や州そしてローカルのすべての法律および規則に……則って
おこなわれる。」
、1980， 23ー2， p. 8仏
(48) L. Brooks,“Corporate Codes of Ethicsヘ ]ournal of Business Ethics, 1989, No. 2 ・ 3， p. 117. 
(49) W. Frederick et al., 0，ρ. cit. , p. 69. ただし，このラベルは多様である。たとえば，行為コード，
倫理実践声明書，従業員行動のためのガイドライン，会社倫理についての方針声明書，など。 (White
& Montgomery，。ρ. cit. , p. 80.) 
(50) M. Lefebure, J. Sigh，。ρ. cit. , p. 799. 
(51) R. Reidenbach, D. Robin, Ethics and Projits. A Convergence of Cor，ρorate America' s Ecoｭ
nomics .and Social Resþonsibilities, Prentice.Hall. 1989, pp. 6か62.
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「我が社の広告は真実を語りいかなる意味でもごまかすことはない。」
J. C. ペニー社
これによって倫理コードの内容およびその形態をある程度推測することができるであろう。
倫理委員会
倫理委員会は，重役会やトップマネジメントにとって，倫理的な諸問題に精通したアドバイ
ザーとしての位置を占めている。
したがって，この委員会の典型的な機能としてつぎのことが挙げられる。
(1)重役会やトップ。マネジメント会議に倫理問題を提起すること，
(2)倫理コードをすべてのマネジャーおよび従業員に知らしめること，
(3)懲罰の展開を通してコードを適用すること，
(4)会社の年次報告やビジネス条件の変化に応じて，コードの見直しをはかること，
(5)重役会に委員会活動について報告をおこなうこと。
と同時に，この委員会は， (3)に関連して， í裁判」委員会としても機能することがあり，具体
的には，コード違反を調査し，どこで、違反が生じたかをあきらかにし，懲罰を課して違反者の
処罰をおこなっている。
マネジメント・トレーニング・プログラム
これは，主として， ミドノレおよびローレベルのマネジャーを対象としたものであり，彼らに
彼らが日々おこなっている意思決定の倫理的内容を気付かせそれらの決定を新しいヨリ良い方
法で処理することを助けることを目的としている。たとえば，このプログラムでは，従業員に
倫理問題に関する会社の公式の政策を知らせたり，いかにしてこのような政策が毎日の意思決
定の細部に解釈されていくかを示されたり，会社における実際の出来事に基礎をおく模擬実験
で，仕事上の問題にいかに倫理原則が適用されるかが実例を出して説明されることもある。
倫理監査
倫理監査は，倫理コードが順守されているか否かを見きわめる内部マネジメント・ツールの
1 つである。
この倫理監査は元々(企業に対して経済的パフォーマンス以上のことをもとめる〉社会の期
待の高まりのなかで生まれたものであり，会社の社会的そして倫理的パフォーマンスを測定し
それらのパフォーマンスを報告しようとする 1 つの試みからはじまった。そのためか，倫理監
査は今日でも社会監査と称せられることがある。ただ(本来の?)社会監査への関心は1970年
代に頂点に達し現実にも多数の企業によって実行に移されたが，それ以降急速に関心が低下し
(52) R. Buchholz, 0，ρ. cit. , p. 130. 
(53) Ibid. 
(54) Ibid. , pp. 130-131. 
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図 3ー1
-1 -1 委員会ト「
[倫理コード 1-1 1-1 ~ 1t 1 
-1 トレーニング 1-1
現在では内部向けの監査がおこなわれているにすぎない，といわれることもある。このことは
一一社会監査と倫理監査の関連も含めて一一後で詳しく検討することになろう。
以上の形態(機関〉には相互にどのような関連があるのであろうか? それらは決してバラ
バラに機能しているのではない。上述のような解釈を前提にするならば，たとえば，倫理コー
ドの具体化という側面から考えると，倫理の内部制度化は原理的には r1 つの」システムとし
て機能するhと考えられるのだ。すなわち，制定されたコードの内容は委員会やトレーニングを
通して企業内に周知徹底され，それが現実にどの程度具体化されているかが監査によってあき
らかにされるのである(図 3-1)。このメカニズムは重要であり，その意味の解明がまさに
次稿 (1現代企業のモラル行動と自主規制J) の課題なのである。
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